
調査～計画策定のスケジュール（イメージ）

第Ⅲ期富津市子ども・子育て支援事業計画は「次世
代育成支援行動計画」「子どもの貧困対策計画」を
包含して作成する。
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こども基本法の制定について

　国は、こども施策に関する「こども大綱」の策定が義務付けられ、市は、「こども大綱」とこども
大綱を受けて策定される「都道府県こども計画」を勘案した「市町村こども計画」を定めるよう努め
ることとされた。なお「第Ⅲ期富津市子ども・子育て支援事業計画」策定に向けた子育て世代のニー
ズ調査については、国の基本方針やこども大綱等、動向を注視し進めていく。

子ども・子育て支援事業計画

こども計画※

※国のこども大綱（令和５年秋頃）決定後、子どもの意見聴取を実施し、こども大綱を受け策定される都道府県こども計画

を勘案する必要がある。

令和6年度令和5年度

　日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生
涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人として健やかに成長することができ、こどもの心身
の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を
送ることができる社会の実現を目指して、こども施策を総合的に推進することを目的とし、令和５年
４月１日に施行された。

こども計画は「子どもの貧困対策計画」「子ども・若者計画」「子ども・子育て支援事業計
画」「次世代育成支援行動計画」を一体のものとして作成することができる
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（仮）大野市子ども・若者計画
～第３期大野市子ども・子育て支援事業計画～
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こども基本法及び国が定めた「こども大綱」に基づき、第３期大野市子ども・子育て支援事業計画は「次世代育成支援行動計画」
「子どもの貧困対策計画」「子ども・若者計画」のすべてを包含した計画としたい。
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　　　【策定スケジュール】
　　　令和６年　５月　　子ども・子育て支援に関するニーズ調査の分析　☆1
　　　　　　　　６月　　市の取り組みの点検・自己評価　◇
　　　　　　　　７月　　市の取り組みの点検・評価　☆2
　　　　　　　　８月　　計画策定開始　◇
　　　令和６年１０月　　計画（素案）協議　◇
　　　　　　　　〃　　　計画（素案）協議　☆3
　　　　　　　１１月　　計画（案）協議　○
　　　　　　　　〃　　　教育委員会で説明
　　　　　　　　〃　　　議員全員協議会で説明
　　　　　　　１２月　　計画（案）パブリックコメント実施　
　　　令和７年　１月　　計画（案）決定　☆4
　　　　　　　　２月　　庁議　◎　　　　　　　　　　　　　☆子ども・子育て会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇庁内連携会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○部長会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎庁議
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第１条（目的）

第９条（こども施策に関する大綱）

第10条（都道府県こども計画等）

こども基本法（令和４年法律第77号）　抜粋

　この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全ての

こどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長すること

ができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって

幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取り組むことが

できるよう、こども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及びこども施策の基本

となる事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等により、こども施策を総合的に

推進することを目的とする。

　政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以下「こども大綱」とい

う。）を定めなければならない。

２　こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

　一　こども施策に関する基本的な方針

　二　こども施策に関する重要事項

　三　前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項

３　こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。

　一　少子化社会対策基本法第七条第一項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処する

　　ための施策

　二　子ども・若者育成支援推進法第八条第二項各号に掲げる事項

　三　子どもの貧困対策の推進に関する法律第八条第二項各号に掲げる事項

４　こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体的な目標及びそ

の達成の期間を定めるものとする。

５　内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。

６　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、こども大綱を公表し

なければならない。

７　前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。

都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画（以下この条

において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

２　市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県

こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条において「市

町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

３　都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。

４　都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ども・

若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規定する都道府県計画その他法令の

規定により都道府県が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとし

て作成することができる。

５　市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村子ども・若者

計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第二項に規定する市町村計画その他法令の規定に

より市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成す

ることができる。
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少子化社会対策基本法（抜粋）

（施策の大綱）

第七条 政府は、少子化に対処するための施策の指針として、総合的かつ長期的な

少子化に対処するための施策の大綱を定めなければならない。

２ こども基本法（令和四年法律第七十七号）第九条第一項の規定により定められ

た同項のこども大綱のうち前項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処する

ための施策に係る部分は、同項の規定により定められた大綱とみなす。

（令四法七七・一部改正）



子ども・若者育成支援推進法（抜粋）

（子ども・若者育成支援推進大綱）

第八条 政府は、子ども・若者育成支援施策の推進を図るための大綱（以下「子ど

も・若者育成支援推進大綱」という。）を定めなければならない。

２ 子ども・若者育成支援推進大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子ども・若者育成支援施策に関する基本的な方針

二 子ども・若者育成支援施策に関する次に掲げる事項

イ 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野におけ

る施策に関する事項

ロ 子ども・若者の健やかな成長に資する良好な社会環境の整備に関する事項

ハ 第二条第七号に規定する支援に関する事項

ニ イからハまでに掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策に関する重要

事項

三 子ども・若者育成支援施策を総合的に実施するために必要な国の関係行政機関、

地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項

四 子ども・若者育成支援に関する国民の理解の増進に関する事項

五 子ども・若者育成支援施策を推進するために必要な調査研究に関する事項

六 子ども・若者育成支援に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項

七 子ども・若者育成支援に関する国際的な協力に関する事項

八 前各号に掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策を推進するために必要

な事項

３ こども基本法第九条第一項の規定により定められた同項のこども大綱のうち前

項各号に掲げる事項に係る部分は、第一項の規定により定められた子ども・若者

育成支援推進大綱とみなす。

（令四法七七・一部改正）



子どもの貧困対策の推進に関する法律（抜粋）

（子どもの貧困対策に関する大綱）

第八条 政府は、子どもの貧困対策を総合的に推進するため、子どもの貧困対策に

関する大綱（以下「大綱」という。）を定めなければならない。

２ 大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子どもの貧困対策に関する基本的な方針

二 子どもの貧困率、一人親世帯の貧困率、生活保護世帯に属する子どもの高等学

校等進学率、生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率等子どもの貧困に関

する指標及び当該指標の改善に向けた施策

三 教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者に対する職業生活の安定

と向上に資するための就労の支援、経済的支援その他の子どもの貧困対策に関

する事項

四 子どもの貧困に関する調査及び研究に関する事項

五 子どもの貧困対策に関する施策の実施状況についての検証及び評価その他の

子どもの貧困対策に関する施策の推進体制に関する事項

３ こども基本法第九条第一項の規定により定められた同項のこども大綱のうち前

項各号に掲げる事項に係る部分は、第一項の規定により定められた大綱とみなす。

４ 第二項第二号の「子どもの貧困率」、「一人親世帯の貧困率」、「生活保護世

帯に属する子どもの高等学校等進学率」及び「生活保護世帯に属する子どもの大

学等進学率」の定義は、政令で定める。

（令元法四一・令四法七七・一部改正）




